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平成 23 年度 3 月補正予算の概要 

 

１．予算編成の考え方（一般会計） 【補正額５，６９４，０５３千円】 

 ◎ 塩竈市震災復興計画に基づく東日本大震災復興交付金事業（第 1回配分）を予算化 
【補正額 ２３２，１９５千円】 

   ○ 本市震災復興計画に基づいて国に提出していた復興交付金事業について、配分可能額（第 1 回）が示さ
れたことから、配分計画表による各種復興事業費（9事業）を計上した。【補正額２３２，１９５千円】 

【参考】 第 1回復興交付金配分額 5,543,711千円  ※採択率 77.5%（H23～24年度事業費ベース） 
           ○市への交付分 5,134,706千円（H23分：181,305、H24分：2,699,314、H25分：2,254,087） 
           ○県への交付分  409,005千円（県間接補助分 385,413、県事業分 23,592） 
                ※うち県間接補助分 385,413の内訳…H23分：99,239、H24分：286,174、H25分：0 
 
 
 ◎ 復興交付金の市交付分を積み立てるための基金積立金を予算化 【補正額 ５，１３４，７０６千円】 
   ○ 計画期間内における復興交付金の財源管理を目的として新たに創設する「東日本大震災復興交付金基

金」への積立金（市町村交付分の総額）を計上した。 【補正額５，１３４，７０６千円】 
 
 ◎ 東日本大震災からの復旧を促進するため、災害復旧事業費及び災害関連事業費を予算化 

【補正額 ２０４，７９２千円】 
   ○ 災害復旧事業費では、東日本大震災により崩壊した市内宅地ブロック積擁壁のがけ崩れ対策として、災

害関連地域防災がけ崩れ対策事業費を計上した。【補正額７７，４２３千円】 
   ○ 災害関連事業費では、被災した本市所有施設の解体にあたりアスベスト対策等の必要が生じたことによ

る解体工事費の増額補正、塩釜地区消防事務組合の災害復旧事業費等に対する本市負担分の増額補

正を計上した。【補正額１２７，３６９千円】 
 
 ◎ 下水道事業会計への繰出金（一般会計繰出金）を予算化 【補正額 １２２，３６０千円】 
   ○ 下水道事業特別会計の東日本大震災復興交付金事業予算計上に対する一般会計繰出金を計上した。 
 
 ◎ 繰越明許費の計上 
   ○ 東日本大震災復興交付金事業及び災害関連事業等にかかる繰越明許費の新規・追加計上 
       復興交付金事業 10件、災害関連事業等 3件  計 13件  金額 692,173千円（追加 309,618、増額 382,555） 
 

２．予算規模 

（単位：千円、％） 
区  分 補正前予算額 補正額 補正後予算額 増減率 備考 

一般会計 38,579,486 5,694,053 44,273,539 14.8  

特

別

会

計 

下水道事業特別会計 6,230,961 133,960 6,364,921 2.1  

小 計 6,230,961 133,960 6,364,921 2.1  

補正されなかった特別会計 13,120,643 0 13,120,643 0.0  

合 計 19,351,604 133,960 19,485,564 0.7  

一般・特別会計 計 57,931,090 5,828,013 63,759,103 10.1  
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３．東日本大震災復興交付金事業 内訳（平成 23年度） 

（単位：千円） 

 【 東日本大震災復興交付金 】 （一般会計、下水道事業特別会計） 
 

（１）復興交付金事業費（一般会計） … 補正額 232,195千円 
 
（１）市交付金事業分 99,875千円（基金充当額（=交付金充当額）74,905千円）…（A） 
  ①港町地区都市再生事業計画案作成事業（震災復興推進室） 24,237（交付金 18,177） 
  ②北浜地区    〃   〃    （   〃   ） 11,652（交付金 8,739） 
  ③藤倉地区    〃   〃    （   〃   ） 10,720（交付金 8,040） 
  ④復興まちづくり総合支援事業（震災復興推進室） 47,316（交付金 35,487） 
  ⑤朴島地区小規模住宅改良事業（震災復興推進室） 4,950（交付金 3,712） 
  ⑥埋蔵文化財発掘調査事業（生涯学習課） 1,000（交付金 750） 
（２）県間接補助事業分 132,320千円（県補助金充当額（=交付金充当額）99,239千円）…（B） 
  ①桂島地区漁業集落防災機能強化事業（震災復興推進室） 70,100（交付金 52,575） 
  ②野々島地区   〃   〃   （   〃   ） 21,170（交付金 15,877） 
  ③寒風沢地区   〃   〃   （   〃   ） 41,050（交付金 30,787） 

（２）復興交付金事業費（下水道会計） … 補正額 133,960千円 
  ①津波浸水地区下水道整備調査事業（下水道課） 133,960（交付金 106,400）…（C） 
    ※交付金 106,400千円は、一般会計からの繰入金(122,360千円)に充当されている。 
    ※事業実施に係る事務費 960千円を含む。 
 

 

 

 

 

 

(※)下水道整備事業事務費 960 千円を除く・・・ 365,195 千円 ：国の内示額（事業費ベース）と合致 

 

４．主な事業（会計別）                             

（単位：千円） 

 【 一般会計 】                                  補正額 ５，６９４，０５３千円                                            
 

【 東日本大震災復興交付金事業 】 ・・・ 補正額 232,195千円 
 
 ①市復興交付金事業分 （震災復興推進室、生涯学習課）  99,875  全 6 事業 

②県間接補助事業分 （震災復興推進室）  132,320  全 3 事業 

 

【 復興交付金関連事業 】 ・・・ 補正額 5,134,706千円 
 

   ○東日本大震災復興交付金基金への積立金 （震災復興推進室） 5,134,706  市への交付分全額積立 

       ・市交付分を基金に全額積み立て、後年度に復興交付金事業の財源として取り崩す 

       ・H23 年度取崩し額：181,305、H24 年度：2,699,314、H25 年度：2,254,087  

H23 年度東日本大震災復興交付金事業費(※) ３６６，１５５千円 
（A）＋（B）＋（C） 

復興交付金充当額 ２８０，５４４千円 

充当額のうち基金繰入金として 

充当額のうち県補助金として 

181,305 千円 

99,239 千円 

（A）＋（C） 

（B） 
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【 災害復旧事業 】 ・・・ 補正額 77,423千円 
 
 ○災害関連地域防災がけ崩れ対策事業 （土木課）  77,423 市内宅地ブロック積擁壁のがけ崩れ対策 

       ・藤倉一丁目地内のがけ崩れ対策工事 

       ・災害関連地域防災がけ崩れ対策事業費補助金（国の 3次補正、補助率 1/2）を財源とする 

 

【 災害関連事業 】 ・・・ 補正額 127,369千円 
 
 ①災害廃棄物処理事業費 （財政課）  38,955  被災した本市所有施設の解体工事費の増額補正 

       ・宮町庁舎、旧徳陽シティ銀行の解体工事費の増額補正（12 月補正で予算措置済み） 

       ・その後の調査により、解体にあたりアスベスト等への対策が必要であることが判明したことによる 

       ・災害等廃棄物処理事業費補助金（補助率 9/10 以上）を財源とする 

②消防事務組合負担事業 （市民安全課）  88,414  塩釜地区消防事務組合への負担金 

       ・震災により被災した事務組合所管施設の復旧等整備に伴う本市負担分の増額補正 

       ・財源の震災復興特別交付税が構成市町に交付されることから、本市負担分を支出するもの 

 

【 一般会計繰出金 】 ・・・ 補正額 122,360千円（財政課） 
 
○下水道事業特別会計繰出金 （下水道課へ）   122,360 （東日本大震災復興交付金事業） 

 

【 繰越明許費 】 
 
○東日本大震災復興交付金事業及び災害関連事業等にかかる繰越明許費の新規・追加計上 

     復興交付金事業 10 件、災害関連事業等 3件   計 13 件  金額 692,173 千円  
（追加 309,618千円、増額 382,555千円） 

 

 

 【 下水道事業特別会計 】                              補正額１３３，９６０千円                                          
 

【 東日本大震災復興交付金事業 】 ・・・ 補正額 133,960千円（下水道課） 
 
○津波浸水地区下水道整備調査事業の計上 

       ・港町二丁目地区、中の島地区の地質調査、基本設計の実施 

       ・震災による地盤沈下に伴い、排水機能強化のために雨水ポンプ場、放流渠、ポンプ施設、貯留

管等を整備する 

 


